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他チームの発表を聞いて 

 自分たちのチームにない解決案として参考になったのは２班のレインボーロードとい

う道路に光をともすという案であった。悪天候という道路コンディションを考えた上で

道路に光を費やすことによって道路を見やすくすることによって視覚的によって有利な

状況を作りに徹していることは確かに老人などの視力が低下し続けている人にとっては

いいと思った、だが現在の酒田の霧の量や横風の影響を考慮すると強い光がないと霧の

中で道路を見やすくすることは難しいと思う。これは周りの人への影響やどの程度に光

の量など周囲に配慮することも考えておくべきであると考える。 

地方都市における交通の問題を総合的に解決するための自分の意見 

自分たちのチームでは、問題の原因として自転車と自動車が共存できていないという意

見が出ました。実際の現状として自転車事故の八割が自動車との衝突事故で不注意によ

る出会い頭事故が多い。中高生の自転車事故が多く、たくさんの被害者が増え続けてい

ます。対して理想的な状況として、自転車、自動車がお互いに尊重しあう、交通ルール

の遵守、インフラ整備の設備を整えるなど様々な意見がありました。 

そこで他の班の情報を整理してみると視点を改めて子供の特性に関して最初に分析して

そこから過去の事故分析をすることによってより事故を可視化していた。事故を分析す

るうえで自動車と自転車が安全に共存する社会を実現するためには、単に交通ルールの

徹底を呼びかけるだけでは不十分である。道路を利用する主体は多様であり、その中に

は認知能力や判断力が未発達な未就学児も含まれる。さらに、地域ごとに道路環境や交

通量が異なるため、全国一律の対策では限界がある。そこで本レポートでは、①未就学

児の特性理解、②交通安全教室の役割、③市区町村ごとの危険箇所共有の重要性、とい

う三つの視点から、自動車と自転車の共存を総合的に考察する。未就学児は、身体的・

認知的発達の段階において大人とは大きく異なる特徴を持つ。まず、視野が狭く、特に

側方視野が十分に発達していないため、横から接近する車両に気づきにくい。また、速

度や距離の判断能力が未熟であり、車がどれほどの速さで近づいているかを正確に把握

できない。さらに、注意が散漫で、興味の対象が変わると急に走り出すことがある。加

えて、「自分が見えているものは相手にも見えている」と思い込む傾向があり、車のドラ

イバーが自分に気づいていると誤解しやすい。 

これらの特性を理解すると、子どもの飛び出しは「予想外の行動」ではなく「起こり得

る前提」として捉えるべきであることがわかる。つまり、道路環境の整備や交通教育

は、子どもの特性を踏まえた“予測可能な危険”として設計される必要がある。自動車と

自転車の共存を考える際にも、未就学児の行動特性を理解することは欠かせない基盤と



なる。交通安全教室は、子どもに交通ルールを教えるだけでなく、危険を予測し自ら身

を守る力を育てる場である。特に未就学児にとっては、実際の道路環境に近い状況での

体験学習が効果的である。信号の見方、横断歩道の渡り方、自転車に乗る際の注意点な

どを、体験を通じて学ぶことで理解が深まる。 

しかし、交通安全教室には限界もある。教室で学んだ内容が、日常の道路環境で必ずし

も再現されるとは限らないからである。例えば、交通量の多い道路や見通しの悪い交差

点など、地域特有の危険箇所は教室だけでは十分にカバーできない。また、保護者や地

域住民が子どもの行動特性を理解していなければ、子どもだけが学んでも事故防止には

つながりにくい。 

したがって、交通安全教室は重要であるものの、それだけで自動車と自転車の共存を実

現することは難しい。地域全体で安全を支える仕組みが必要となる。地域ごとに道路構

造や交通量、生活動線は大きく異なる。そのため、危険箇所も地域固有であり、全国共

通の対策では十分に対応できない。そこで重要となるのが、市区町村単位で危険箇所を

共有する仕組みである。 

危険箇所の共有には多くの利点がある。まず、保護者が子どもと通る道を選ぶ際に、具

体的な危険ポイントを把握できる。また、自治体は危険箇所のデータを基に、優先的に

整備すべき場所を判断できる。さらに、地域住民やドライバーも「子どもが飛び出しや

すい場所」や「自転車が多い通学路」を事前に知ることで、注意を高めることができ

る。 

特に、住民からの「ヒヤリ・ハット情報」を集めて地図化する取り組みは、事故を未然

に防ぐうえで非常に有効である。事故が起きてから対策をするのではなく、事故の“兆

候”を捉えて改善するという予防的アプローチが求められる。これら三つの視点を総合す

ると、自動車と自転車の共存には「子ども」「大人」「地域」の三者が同じ方向を向く必

要があることが見えてくる。未就学児の特性理解は大人の行動を変え、交通安全教室は

子どもの行動を変え、危険箇所の共有は地域の環境を変える。それぞれが単独で機能す

るのではなく、相互に補完し合うことで初めて安全な交通社会が実現する。 

さらに、今後の改善に向けては、デジタル技術を活用した危険箇所のリアルタイム共

有、保護者・学校・自治体の連携強化、自転車レーンの整備など、より構造的な対策が

求められる。特に、自転車利用者と自動車ドライバー双方が「相手の特性」を理解する

教育は、共存の鍵となる。自動車と自転車の共存は、単なる交通マナーの問題ではな

く、社会全体で取り組むべき複合的な課題である。未就学児の特性理解、交通安全教室

の充実、市区町村ごとの危険箇所共有という三つの視点は、それぞれが重要でありなが

ら、相互に連動することでより大きな効果を生む。これらを総合的に捉え、地域全体で

安全を支える仕組みを構築することが、事故のない交通社会への第一歩となる。 

 

 



 

 

 

 

 


